
新市建設計画 新旧対照表  

頁 旧 新 

P１ Ⅰ はじめに 

３．計画の期間 

計画の期間は、平成 17 年度から平成 26 年度までの 10 か年

計画とします。 

 

Ⅰ はじめに 

３．計画の期間 

計画の期間は、平成 17 年度から平成 32 年度までの 16 か年

計画とします。 

P４ Ⅲ ３市村の概要 

１．人口・就業人口・世帯数 

（１）人口 新市の人口 134,298 人（平成 12 年国勢調査） 

   

（２）就業人口 新市の就業人口 68,166 人（平成 12 年国勢調査） 

 

Ⅲ ３市村の概要 

１．人口・就業人口・世帯数 

（１）人口 新市の人口 121,704 人（平成 22 年国勢調査） 

   （表）平成 12 年の区分割合を一部修正 

平成 17 年、22 年の数値を追加 

（２）就業人口 新市の就業人口 57,343 人（平成 22 年国勢調査） 

   （表）平成 7年、12 年の区分割合を一部修正 

平成 17 年、22 年の数値を追加 

 

P５ （３）世帯数 新市の世帯数 47,287 世帯（平成 12 年国勢調査） 

   

２．面積 

（１）地目別土地利用 

   

（３）世帯数 新市の世帯数 46,688 世帯（平成 22 年国勢調査） 

   （表）平成 17 年、22 年の数値を追加 

２．面積 

（１）地目別土地利用 

   （表）平成 24 年の数値を追加 

 

 

 

 

 

 



頁 旧 新 

P14 Ⅳ 新市建設計画の基本方針 

３．地域別まちづくりの方向 

（１）桐生地域 

  ・・・、群馬大学工学部を中心とした・・ 

 

Ⅳ 新市建設計画の基本方針 

３．地域別まちづくりの方向 

（１）桐生地域 

  ・・・、群馬大学理工学部を中心とした・・ 

 

P17 Ⅴ まちづくり計画 

１．地域産業の活性化 

（２）商工業等の活性化 

  工業振興では、群馬大学工学部との産学官連携による・・ 

 

Ⅴ まちづくり計画 

１．地域産業の活性化 

（２）商工業等の活性化 

  工業振興では、群馬大学理工学部との産学官連携による・・ 

 

P18 （２）商工業等の活性化 

[主要事業] 

  事 業 名 事 業 内 容 

９ 産学官の連携支援 群馬大学工学部や・・・ 
 

（２）商工業等の活性化 

[主要事業] 

  事 業 名 事 業 内 容 

９ 産学官の連携支援 群馬大学理工学部や・・・ 

 

 

P21 ２．保健福祉の増進 

（１）福祉の向上 

[主要事業] 

  事 業 名 事 業 内 容 

３ 障害者福祉の推進 ①身体障害者日常生活支援事業 

②身体障害者デイサービス事業 

③社会参加促進事業 

 

 

２．保健福祉の増進 

（１）福祉の向上 

[主要事業] 

  事 業 名 事 業 内 容 

３ 障害者福祉の推進 ①相談支援事業 

②意思疎通支援事業 

③日常生活用具給付等事業 

④移動支援事業 
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P24 ３．快適な生活環境の創出 

（３）下水道等による環境保全 

[県の事業] 

事 業 名 事 業 内 容 

下水道の整備 流域下水道の整備として県へ要望する事業 

利根渡良瀬流域下水道建設事業 

 

 

３．快適な生活環境の創出 

（３）下水道等による環境保全 

[県の事業] 

事 業 名 事 業 内 容 

下水道の整備 流域下水道の整備として県へ要望する事業 

利根・渡良瀬流域下水道（桐生処理区）建設事業 

 

 

P31 ５．都市基盤の整備 

（１）道路交通網の整備 

 また、北関東自動車道伊勢崎インター及び（仮称）藪塚インター

への・・ 

[主要事業] 

  事 業 名 事 業 内 容 

１ アクセス道路の整備 北関東自動車道伊勢崎インター及び(仮称)藪塚イ

ンターとのアクセス道路整備の推進 

 

 

５．都市基盤の整備 

（１）道路交通網の整備 

 また、北関東自動車道伊勢崎インター及び太田藪塚インター 

への・・ 

[主要事業] 

  事 業 名 事 業 内 容 

１ アクセス道路の整備 北関東自動車道伊勢崎インター及び太田藪塚イ

ンターとのアクセス道路整備の推進 

 

 

P32 [県事業] 

  事 業 名 事 業 内 容 

２ 過疎代行村道等の 

整備 

過疎地域の地域活性化のため、県に要望する道路 

村道２０９７号線の道路改良 

 

 

[県事業] 

  事 業 名 事 業 内 容 

２ 過疎代行市町村道

等の整備 

過疎地域の地域活性化のため、県に要望する道路 

市道１－２０８号線の道路改良 
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P33 （３）住みよい市街地の形成 

[主要事業] 

  事 業 名 事 業 内 容 

２ まちうち再生総合支援

事業 

桐生市本町１、２丁目地区における歴史的 

資産を活かしたまちづくり 
 

（３）住みよい市街地の形成 

[主要事業] 

  事 業 名 事 業 内 容 

２ 重要伝統的建造物群保

存地区保存整備事業 

桐生市本町１、２丁目地区における歴史的 

資産を活かしたまちづくり 

 

 

P40 Ⅵ 公共施設の適正配置と整備 

[主要事業] 

事 業 名 事 業 内 容 

公共施設の適正配置 

と整備 

①本庁舎及び議会庁舎等の改修 

②支所・出張所等の整備 

③福祉施設や教育施設等の公共施設の整備 

 

 

Ⅵ 公共施設の適正配置と整備 

[主要事業] 

事 業 名 事 業 内 容 

公共施設の適正配置 

と整備 

①本庁舎及び議会庁舎等の整備 

②支所・出張所等の整備 

③福祉施設や教育施設等の公共施設の整備 
 

P41 Ⅶ 財政計画 

 平成 17 年度から平成 26 年度までの 10 年間について、健全な財

政運営を行うことを基本として、合併による削減効果、高齢化にと

もなう扶助費の増加等を反映させ、普通会計ベースで作成します。 

 

Ⅶ 財政計画 

 平成 17 年度から平成 26 年度までの 10 年間について、健全な財政

運営を行うことを基本として、合併による削減効果、高齢化にとも

なう扶助費の増加等を反映させ、普通会計ベースで作成します。 

 なお、「東日本大震災による被害を受けた合併市町村に係る地方債

の特例に関する法律の一部を改正する法律」の施行により、新たに

平成 27 年度から平成 32 年度までの 6年間を追加し、平成 17 年度か

ら平成 24 年度までを決算数値に置き換えました。平成 27 年度から

平成 32 年度については、平成 26 年度予算額を基準として改めて推

計を行いました。 
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P41 １．歳入 

（１）地方税 

 住民税個人分については均等割、所得割とも生産年齢の将来人口

見通しを踏まえ推計しています。住民税法人分は均等割では平成

16 年度予算額を基準とし、法人税割では平成 14 年度からの 3か年

平均額を基準として見込んでいます。また、固定資産税、軽自動車

税、市町村たばこ税、都市計画税は平成 16 年度予算額を基準とし

て見込んでいます。 

 

（２）地方交付税 

 普通交付税については、毎年 3％減少するものとし、2 村の段階

補正の影響を加味しています。また、臨時財政対策債や合併特例債

などの元利償還金に係る措置および合併による特例措置を見込ん

でいます。 

 

（３）国・県支出金 

 経常的な国県支出金に加え、合併による財政支援および新市建

設計画事業に伴う国県支出金ならびに2村分の生活保護費に係る

国庫負担金を含んで見込んでいます。 

 

１．歳入 

（１）地方税 

 地方税については、平成 26 年度予算額を基準とし、過去の決算額

の推移や伸び率、将来の生産年齢人口や地価の動向などを勘案して

見込んでいます。 

 

 

 

 

（２）地方交付税 

 平成 28 年度以降の普通交付税については、合併算定替の段階的縮

減の影響を加味しています。また、臨時財政対策債や合併特例債な

どの元利償還金に係る措置を見込んでいます。 

 

 

（３）国・県支出金 

 新市建設計画事業に伴う国県支出金を加味しています。また、経

常的な国県支出金については、平成 26 年度予算額を基準として見込

んでいます。 

 

 

P42 （４）地方債 

 新市建設計画事業に伴う合併特例債、通常地方債に加え、臨時

財政対策債、減税補てん債を見込んでいます。 

 

（４）地方債 

 新市建設計画事業に伴う合併特例債、通常地方債に加え、臨時財

政対策債を見込んでいます。 
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P42 （５）その他 

 地方譲与税については、国の三位一体改革を考慮して見込んでい

ます。分担金、負担金、使用料、手数料は平成 16 年度を基準に将

来人口見通しを踏まえて見込んでいます。財産収入、諸収入は平成

14 年度からの 3か年平均額を基準とします。 

 

２ 歳出 

（１）人件費 

 合併による特別職の減少、合併後の事務事業統合による職員の減

少を見込んで推計しています。また、議会議員数は在任特例を適用

させた場合を前提に見込んでいます。 

 

（２）扶助費 

 社会福祉費は将来人口見通しにより老人福祉費は老年人口の将

来人口見通し、児童福祉費は年少人口の将来見通しを踏まえて推計

しています。また、合併後の 2村分の生活保護費は桐生市の額を基

準にし、2村の人口に応じて推計をしています。 

 

（３）公債費 

 合併前までの起債と合併特例債など合併後の起債に係る元利償

還金を見込んでいます。 

 

 

（５）その他 

 地方譲与税、交付金、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財

産収入、諸収入については、平成 26 年度予算額を基準として推計し、 

地方消費税交付金については、地方消費税率引上げを加味して見込

んでいます。 

 

２ 歳出 

（１）人件費 

 平成 26 年度を基準とし、各年度の定年退職者の退職手当を見込ん

でいます。 

 

 

（２）扶助費 

 社会福祉費は将来人口見通しにより、老人福祉費は老年人口の将

来人口見通し、児童福祉費は年少人口の将来見通しを踏まえて推計

しています。生活保護費については、平成 26 年度予算額を基準とし

て見込んでいます。 

 

（３）公債費 

 既往債の元利償還金に加え、歳入で計上している合併特例債、通

常地方債、臨時財政対策債新発債の元利償還金を見込んでいます。 
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P43 （４）投資的経費 

 経常的なもののほか新市建設計画に基づく投資的経費を見込ん

でいます。 

 

（５）物件費 

 平成 16 年度予算額を基準とし、合併後の事務事業統合による経

費減少を見込んでいます。 

 

（６）補助費等 

 平成 16 年度予算額を基準として見込んでいます。 

 

（７）繰出金 

 平成 16 年度予算額を基準とし、合併後の事務事業統合による経

費減少を見込んでいます。 

 

（８）その他 

 平成 16 年度予算額を基準として見込んでいます。また、合併特

例による基金造成及び剰余金見込み額を積立金として見込んでい

ます。 

 

（４）投資的経費 

 経常的なもののほか新市建設計画に基づく投資的経費を見込

んでいます。 

 

（５）物件費 

 平成 26 年度予算額を基準とし、合併後の事務事業統合による

経費減少を見込んでいます。 

 

（６）補助費等 

 平成 26 年度予算額を基準として見込んでいます。 

 

（７）繰出金 

 平成 26 年度予算額を基準とし、老年人口の将来人口見通しを

踏まえて見込んでいます。 

 

（８）その他 

 平成 26 年度予算額を基準として見込んでいます。 
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P44 財政計画表 

前期（平成17年度～平成21年度） 

財政計画表 

（表）平成17年度～平成24年度の内容に修正 

P45 財政計画表 

後期（平成22年度～平成26年度） 

財政計画表 

（表）平成25年度～平成32年度の内容に修正、追加 

 

 

  


